
 

 

様式４－４ 

事業概略書 

事 業 名 視覚障害者が日常生活を送る上で必要な支援に関する調査研究 

事 業 目 的 

 障害福祉サービスとしての「自立訓練（機能訓練）」においては、視覚障

害者を主たる対象とする事業所数が少なく、他の形態での訓練が効果的に

行われている現状がある。そのため、同サービスの受け皿となる機能訓練

事業所において、同サービスで実施すべき訓練体制、訓練を必要とする視

覚障害者をいかに地域の中で訓練に結びつけていく支援体制について整理

することが必要になっている。 

 本事業では、これらの課題の解決を中心に、各調査の実施を通して次の

論点整理を行い、視覚障害者が日常生活を送る上で必要な支援である生活

訓練（歩行訓練）について研究をする。 

 論点①  訓練を受ける視覚障害者への効果的な訓練体制のあり方 

 論点②  視覚障害者を訓練に効果的につなげる支援体制のあり方 

事 業 概 要 

 事業目的の達成のため、訓練施設向け調査、視覚障害当事者向け調査、

訓練紹介機関向け調査、訓練内容の詳細に関する調査を実施する。調査方

法は、アンケート調査とレポート提出を中心に実施し、事業形態、地域特

性、紹介経路等を多角的に比較しながら実施した。 

 アンケート調査と現地調査で得られた結果は、有識者と訓練関係者から

構成される検討委員会で検討し、機能訓練事業所における課題の整理と運

営のあり方を取りまとめる。取りまとめた内容は報告書にして全国の関係

者や視覚障害当事者等に配布を行い、調査結果を広く周知する。 

事業実施結果 

及び効果 

 訓練効果、訓練体制、訓練へのつながり方など、訓練に係わる現状を把

握し、訓練を必要とする視覚障害者に対して効果的な訓練体制と支援体制

のあり方について課題を整理することができた。また、判明した課題の改

善策を検討し、効果的・効率的に事業を実施するために方策も提示するこ

とができた。 

 そして、取りまとめた内容は広く周知を行い、訓練関係者や視覚障害当

事者等に対して、視覚障害者に向けた訓練の必要性と問題解決への理解を

得ることができた。なお、周知においては、シンポジウムの開催、報告書

の配布及びホームページへの掲載を行った。 

事 業 主 体 

郵便番号：１６９－８６６４ 

所 在 地：東京都新宿区西早稲田２－１８－２ 

法 人 名：社会福祉法人日本盲人会連合 

電話番号/E-MAIL：０３－３２００－００１１ / jim@jfb.jp 

 （注） 

１ 本様式の作成にあたっては、厚生労働省ホームページに掲載するため、一般に公開することを想定し、分

かりやすい表現に努めること。 

 ２ 本様式は、事業の概略をまとめるために作成するものであり、別途実施した事業についての成果物を必ず

提出すること。 

 ３ 「事業目的」､「事業概要」、「事業実施結果及び効果」について、それぞれ２５０字程度で簡潔に記入す

ること。 


